
　　※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがあります。

① 24年度予算のあらまし　　一般会計「１号補正」の概要 ② 24年度予算の執行状況　　一般会計 (平成24年9月30日現在)

 　<歳　入> 　<歳　出>

　　◇繰越金　　　　　 1億8,845万7千円 　 ◇定期予防接種費（日本脳炎勧奨拡大）1億7,329万1千円

◇都支出金 4 688万円 ◇区政案内関係費（広報資料電子記録化） 4 062万5千円

財 政 状 況 の 公 表 （24年度上半期）概 要

　　　補正額　　　　　　2億5,260万1千円
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　　◇都支出金　　　　  　4,688万円 　 ◇区政案内関係費（広報資料電子記録化） 4,062万5千円

　　◇諸収入　　　　　    1,600万円 　 ◇心身障害者施設整備費(耐震補強工事費) 2,985万5千円

　　◇寄付金　　　　　 　   126万4千円 　 ◇社会復帰指導費　　　　　　　　　 　　　656万5千円

　　（精神障害者施設開設及びｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ開設準備助成）

　 ◇消防団補助費　　　　　　　　　 　　　100万円

    （消防少年団の消防防災資器材購入）

　補正後の一般会計予算の構成
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その他 259億円（11.8%）

その他 322億円(14.6%)
・区民生活費 127億円

・環 境 費 96億円

※前年度からの繰越予算額を含む。

特別区税

461億円

（21.1%）

特別区

交付金

775億円

（35.4%）

福祉費

1,075億円

（49.1%）

健康費

231億円

（10.5%）

土木費

174億円

（8.0%）

教育費

258億円

（11.8%）

歳 入

2,192億円

1,083

231

189

264

528

117

63

111

議会費

総務費

区民生活費

環境費

福祉費

健康費

産業振興費

都市開発費

土木費

教育費

(億円)

予算現額

支出済額

歳 出

※前年度からの繰越予算額を含む。

都支出金

113億円（5.1%）

繰入金

141億円（6.4%）

歳 出

2,192億円

総務費

132億円

（6.0%）

環 境 費 96億円

・都市開発費 38億円等

国庫支出金

444億円

（20.2%）

③ 区民の負担概況 (平成24年9月30日現在) ④ 財産の現在高 (平成24年9月30日現在) 　　　⑤ 公債の現在高 (平成24年9月30日現在見込)
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3,527億円

(59 3%)

建 物

976億円

(16.4%)

基金とは…

積立基金と運用基金の２種

類があります。左の基金は、

この２つの合計です。

積立基金は、家計でいうと

貯金です。災害発生時や老朽

化した施設の改築等への備え

で、９月末現在高は935億円

です。

24年度末

現在高見込

207億円

土木債

87億円

(42.1%)

教育債

120億円

(57.9%)

公債(区債)とは…

家計でいうと住宅ローンなど

の借金です。

道路整備や学校の大規模改修

など、いくつかの世代にわたっ

て利用することのできる施設に

ついて、将来の区民の方々にも

その費用の一部を負担していた

だくため､公債(区債)を借入れ､

〔円〕

合 計

5,946億円

24年度23年度

工作物 221億円(3.7%) その他 86億円(1.5%)

公債費等
※前年度からの繰越予算額を含む。

基 金

1,135億円
71,939円

77,855円

江戸川区の人口（住民基本台帳人口＋外国人登録人口） 675,798人(平成24年 9月30日現在)
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特別区民税 国保保険料 介護保険料

43,661円
(59.3%) 運用基金は、一定額の基金

を土地取得のために運用する

もので、200億円あります。

負担の公平を図っています。

区民一人あたり財産現在高 87万9,808円 区民一人あたり公債現在高 3万 699円

(19.1%)

後期保険料
（被保険者
一人あたり）

（被保険者
一人あたり）

（被保険者
一人あたり）

（納税義務者
一人あたり）



平 成 23 年 度 決 算 の 概 要 ※各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、
　合計等に一致しないことがあります。

一 般 会 計

その他 115億円(4.8%)

諸収入 58億円(2.4%)
使用料及び手数料 39億円(1.6%) 都市開発費 31億円(1.5%)

その他 60億円(2.7%)

・産業振興費 24億円

・公債費 21億円

・議会費 10億円

・諸支出金 5億円

地方消費税交付金

64億円(2.7%) 環境費 95億円(4.2%)

江戸川区の人口（住民基本台帳人口＋外国人登録人口）

677,633人(平成24年 3月31日現在) ＜東京23区中 4番目＞
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特別区交付金と特別区税の推移

特別区交付金

794億円

(33.2%)

国庫支出金

459億円

歳 入
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福 祉 費

1,060億円

(47.1%)

土 木 費

178億円

(7.9%)

教 育 費

231億円

歳 出

2,250億円

都支出金

122億円

(5.1%)
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◆特別区税
（区民税・軽自動車税・たばこ税の合計額）

〔年度〕

繰入金

148億円

(6.2%)

総 務 費

225億円

(10.0%)

●特別区交付金（財調）
繰越金

118億円(4.9%)
区民生活費

125億円(5.5%)

歳出の性質別内訳

特別区税

477億円

(19.9%)

459億円

(19.2%) 健 康 費

244億円

(10.9%)

231億円

(10.2%)

扶助費 物件費人件費 投資的経費繰出金 そ 他補助費等

生活保護、障害者や熟年者への手

当、保育所経費、医療費助成など

福祉的な給付経費

職員の給与、退職金、

委員の報酬などの人に

関わる経費

物品の購入、仕事

の委託などの消費

的性質の経費

道路や公園、

区民施設の整

備や用地取得

などの社会資

本形成に使わ

れる経費

国民健康保険､

介護保険など

特別会計を支

える経費

幼稚園保育料や

学校給食費の補

助、融資の利子

補給などの経費

借入金の元

金と利子の

償還経費

平成19年度は、税率フラット化、定率減税全廃等により特別区税は大幅な増収となりました。

しかし、この増額とほぼ同規模の国・都補助金が削減されているため、区の収入総額が増え

たわけではありません。また、特別区交付金(財調)は、都と区の配分率が52％から55％になり、

過去最大の収入額になりました。

平成23年度は、景気低迷等により特別区交付金(財調)が回復せず、特別区税も所得の減少等

により減収となっています。

経常収支比率

財政構造の弾力性を計

る指標で、適正水準は

70％～80％です。

23年度は、前年度から

1.6ポイント悪化し、過去

番目 高 数値となり
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●基金残高
※

区債残高

※財政調整基金、街づくり基金、

文化施設等建設基金、

災害対策基金、

教育施設及び区民施設等改築基金、

減債基金の年度末合計残高

区債と基金の残高

区債残高は、18・19年

度に繰上償還を行ったこ

とにより減少していまし

たが、23年度末では198億

円になりました。

主要６基金残高は､｢財

政調整基金｣などの取崩に

より 前年度より32億円

扶助費

813億円

(36.2%)

物件費

332億円

(14.8%)

人件費

359億円

(16.0%)

投資的経費

213億円

(9.4%)

繰出金

218億円

(9.7%)

その他

144億円

(6.3%)

補助費等

150億円

(6.7%)

↑

公債費

21億円

(0.9%)平成23年度決算に基づく健全化判断比

２番目に高い数値となり

ました。

〔億円〕
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※表中の「－」はマイナス値を表し、22年度決算が

　黒字であったことと、将来負担すべき額よりも基

　金(貯金)の方が多く、将来負担比率の該当がなか

　ったことを示しています。

　なお、実質公債費比率がマイナスの場合は「△」

　と表示しています。

実質
赤字比率

連結実質
赤字比率

実質
公債費比率

将来負担
比率

－ － △4.5％ －江 戸 川 区

100
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▲区債残高 より、前年度より32億円

の減少となりました。

〔年度〕

表

※早期健全化基準とは、この数値を超えると財政が

　危険な状態であることを示す、国が定めた指標で、

　江戸川区の場合の指標を記載しています。
11.25％ 16.25％ 25.0％ 350.0％早期健全化基準


